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第６章 高齢者の生活環境の整備 

 

１ 福祉環境の整備 

 

現状・第７期計画の評価 

 
＜地域支援事業＞ 

● 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができるよう、市町村が実施する地

域支援事業として、総合相談支援や権利擁護、福祉用具・住宅改修支援など、自立した日常生

活を支援するための様々な事業が実施されています。 

 

＜施設の整備＞ 

老人福祉法に基づいた施設整備については、多様な生活課題を抱える高齢者の住まいの確保

に対応できるよう、地域の実情に応じ、必要なサービスの確保を図る必要があります。 

 

 ◇老人福祉法上の施設 

サービスの種類 サービスの内容 

 

養護老人ホーム 環境上及び経済的な理由により家庭で生活することが難しい65歳

以上の高齢者を入居させる施設。 

 

軽費老人ホーム 
60 歳以上（夫婦のどちらかが 60 歳以上）で、かつ、身体機能の低

下等が認められ又は高齢等のため、独立して生活するには不安が認

められ、家族による援助を受けることが困難な方が低額な料金で利

用できる施設。 

 
ケアハウス 

身体機能の低下等により独立した生活に不安がある60歳以上の高

齢者が入所する施設。 

 
Ａ型 給食サービス提供あり 

 Ｂ型 原則自炊 

 

有料老人ホーム 
高齢者を入居させ、介護の提供、食事の提供、洗濯、掃除等の家

事、健康管理のいずれかの供与を行う施設。 

 

● 養護老人ホーム 

・ ユニット型での整備を進めてきましたが、引き続き、入所者の生活の質の向上のため、改築

にあわせて大部屋を解消し、ユニット型施設の整備を進めています。 

 

● 軽費老人ホーム（ケアハウス） 

・ 経過的軽費老人ホームについては、第７期計画中にケアハウスとして改築した施設はありま

せんでしたが、今後、改築に合わせてケアハウスに一元化していくことになっています。 

・ ケアハウスについては、ひとり暮らし等の生活に不安のある高齢者の受け入れ施設だけでは

なく、高齢化により、要介護者の受け入れ施設としての役割も重要となっています。 
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● 有料老人ホーム 

・ 要支援・要介護者にも対応した有料老人ホームが増えており、要介護者の介護施設としての

役割も大きくなっています。 

・ 有料老人ホームの運営については、愛知県有料老人ホーム設置運営指導指針に基づき入居者

の福祉が図られるよう指導しています。 

 

 ◇老人福祉法上施設の定員数（2021 年１月１日現在） 

サービスの種類 施設数 定員 入居者数 

養護老人ホーム 31 施設 2,055 人 1,799 人 

軽費老人ホーム 99 施設 4,183 人 3,928 人 

 ケアハウス 92 施設 3,493 人 3,324 人 

 Ａ型 7 施設 690 人 604 人 

有料老人ホーム 931 施設 31,934 人 27,089 人 

 

基本方針 

 
＜地域支援事業＞ 

● 高齢者の自立した日常生活を支援するため、地域支援事業が適切に実施されるよう市町村を

支援します。 

 

＜施設の整備＞ 

● 養護老人ホームについては、入所者の生活の質の向上のため、ユニット型施設の整備を進め

ます。 

 

● 軽費老人ホームについては、ケアハウスに一元化していきます。 

 

● 有料老人ホームについては、愛知県有料老人ホーム設置運営指導指針に基づき、入居者の福

祉の増進を図ります。 

また、市町村とも連携し、質の確保を図るとともに、未届の有料老人ホームの解消に努めま

す。 

 

２０２３年度までの目標 

 

＜地域支援事業＞ 

● 市町村が実施する地域支援事業が充実されるよう支援します。 

 

＜施設の整備＞ 

● 養護老人ホームについては、改築に合わせて大部屋を解消し、ユニット型施設の整備が進む

よう支援します。 

 

● 軽費老人ホームについては、経過的軽費老人ホームであるＡ型の改築に合わせてケアハウス

としての整備が進むよう支援します。 
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● 有料老人ホームの運営について、愛知県有料老人ホーム設置運営指導指針に基づき入居者の

福祉が図られるよう指導を行うとともに、未届の有料老人ホームについては届出に向けた指導

を行います。 
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２ 高齢者住宅の整備とリフォーム 

 

● 既存の持ち家については、介護保険制度を活用した住宅改修などによりバリアフリー化を促 

進するほか、住宅リフォームに関する相談窓口の設置や住宅リフォームに関する支援制度など

の情報提供を行っています。（相談窓口を 2019 年度まで 51 市町村で設置） 

● 高齢者が民間の賃貸住宅に入居する際に、高齢であることを理由に入居が敬遠される傾向に

あります。このため、高齢者等であることを理由に入居を拒否しない民間の賃貸住宅の情報提

供を行っています。 

 

● 公営住宅における高齢者世帯等の優先入居を実施しています。 

 

● 公営住宅において介護サービス等の拠点となる福祉施設等の誘致を進めています。 

 

基本方針 

 

＜既存住宅のバリアフリー化＞ 

● 愛知県高齢者居住安定確保計画等に基づき高齢者等が暮らしやすい居住環境の整備を推進

現状・第７期計画の評価 

 

＜既存住宅のバリアフリー化＞ 

 

● 既存の民間賃貸住宅については、国の補助制度等を活用したバリアフリー化への改修を促進

しています。 

 

● 既存の公営住宅については、高齢者向け住戸への改善やエレベーター設置等の共用部分の改

善を推進しています。（県営住宅の高齢者向け住戸への改善を 2019 年度までに 13,821 戸実施） 

 

＜高齢者向けの賃貸住宅の供給＞ 

● サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング等、バリアフリー仕様の住戸に緊急通報

装置や安否確認等の生活支援サービスが付加された賃貸住宅の供給を促進しています。 

 

● 公営住宅等については、高齢者世帯等の小規模世帯向け住宅や、老人同居・多家族向け住宅

を一般世帯向け住宅と併せて供給しています。また、バリアフリー仕様の建設をしています。 

 

◇高齢者向け賃貸住宅の供給量（2019 年度末） 

 戸数 

高齢者向け賃貸住宅全体 14,248 戸 

 サービス付き高齢者向け住宅 （294 住宅）10,324 戸 

 地域優良賃貸住宅等の高齢者向け賃貸住宅 2,420 戸 

 シルバーハウジング 1,504 戸 

 

＜高齢者の入居・居住の支援＞ 
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するため、既存の持ち家、民間賃貸住宅、公営住宅等のバリアフリー化の促進に努めます。 

 

＜高齢者向けの賃貸住宅の供給＞ 

● 愛知県高齢者居住安定確保計画等に基づき、サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジ

ング等、高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進します。 

 

● 公営住宅においては、一般世帯向け住宅と併せて、高齢者に配慮した住宅の供給を行います。

また、バリアフリー仕様の住宅の建設を促進します。 

 

● 公営住宅において、高齢者世帯等の優先入居を実施します。また、介護サービス等の拠点と

なる福祉施設等の誘致を進めます。 

 

＜高齢者の入居・居住の支援＞ 

 

２０２３年度までの目標 

 

＜既存住宅のバリアフリー化＞ 

● 既存の持ち家について、介護保険制度を活用した住宅改修や住宅リフォームに関する支援制 

度の情報提供などによりバリアフリー化を促進します。 

 

● 市町村相談窓口において対応できるよう、市町村職員のための講習会等を開催し、住宅リフ

ォームに関する情報提供等を図ります。 

 

● 既存の民間賃貸住宅について、新たな住宅セーフティネット制度における国の補助制度につ

いて情報提供することにより、その促進に努めます。 

 

● 既存の公営住宅のバリアフリー化の促進に努めます。 

 

＜高齢者向けの賃貸住宅の供給＞ 

● サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング等、バリアフリー仕様の住戸に緊急通報

装置や安否確認等の生活支援サービスが付加された賃貸住宅の供給を促進します。 

 

● 公営住宅においては、一般世帯向け住宅と併せて、高齢者に配慮した住宅の供給を行います。

また、バリアフリー仕様の住宅の建設を促進します。 

 

＜高齢者の入居・居住の支援＞ 

● 新たな住宅セーフティネット制度を活用し、高齢者等であることを理由に入居を拒否しない

民間の賃貸住宅や入居支援、生活支援等を行う居住支援法人の情報提供を行います。 

 

● 公営住宅において、高齢者世帯等の優先入居を引き続き実施します。また、介護サービス等

の拠点となる福祉施設等の誘致を引き続き進めます。 

 

 

 

 

● 新たな住宅セーフティネット制度を活用し、高齢者等であることを理由に入居を拒否しない

民間の賃貸住宅や入居支援、生活支援等を行う居住支援法人の情報提供を行います。 
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主要施策・事業 

項  目 
実施 
主体 

現 状 
２０２３年度 
までの目標 

事 業 内 容 

 
生活支援サー
ビス付き高齢
者向け賃貸住
宅 
 

県 
市町村 
民間事
業者等 

14,248 戸 
(2019 年度末累計) 

約 21,000 戸 
(2030 年度末累計) 

サービス付き高齢者向け住
宅、シルバーハウジングなど、
バリアフリー化された住戸に
緊急通報や安否確認等の生活
支援サービスが付加された賃
貸住宅の供給を目指す。 
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３ 人にやさしい街づくり 

 

＜建築物等の整備＞ 

 

＜教育・広報活動＞ 

 

＜道路・公共交通機関の整備＞                          

● 高齢者が、自家用車に依存しなくても生活できる環境の整備に向け、高齢者の移動手段を確

保していくことが重要となっています。 

 

● 生活関連施設を結ぶ道路において、歩行空間のバリアフリー化を推進しています。 

 

基本方針 

 

＜人にやさしい街づくりの推進に関する条例＞ 

● 人にやさしい街づくりの推進に関する条例に基づき、すべての人があらゆる施設を円滑に利

用できるよう、人にやさしい街づくりの推進に努めます。 

 

＜建築物等のバリアフリー化の促進＞ 

● 高齢者、障害者等が安全かつ円滑に施設が利用できるよう、建築物等のバリアフリー化の促

進に努めます。 

 

＜人にやさしい街づくりの教育、普及・啓発＞ 

● 人にやさしい街づくりに関する県民及び事業者の理解を深めるため、教育活動、広報活動の

推進に努めます。 

 

● 地域において人にやさしい街づくりを推進する人材となる、人にやさしい街づくりアドバイ

ザーの養成を図ります。 

 

＜安心・安全、快適に移動のできる道路・公共交通機関の整備の推進＞ 

● 引き続き生活関連施設を結ぶ道路において、歩行空間のバリアフリー化を推進します。 

 

現状・第７期計画の評価 

 

＜人にやさしい街づくりの推進に関する条例＞ 

● 人にやさしい街づくりの推進に関する条例に基づき、整備計画の届出制度により、整備基準

に適合するよう必要な指導・助言を行うとともに、既存施設について適合に努めるよう指導す

るなど、人にやさしい街づくりの推進を図っています。 

● 高齢者、障害者等の日常生活及び社会生活を確保するため、建築物等のバリアフリー化の促

進を図っています。 

● 地域セミナーや出前講座の実施など、教育、広報活動を推進しています。 

 

● 2014 年７月に「人にやさしい街づくりアドバイザー指定講習制度」を創設し、県の指定を受

けた団体等により、人にやさしい街づくりアドバイザーの養成のための講習を実施しています。 



―159―                   
 

● 高齢者の移動手段の確保に向けた取組を推進します。 

 

２０２３年度までの目標 

 

＜人にやさしい街づくりの推進に関する条例＞ 

● 人にやさしい街づくりの推進に関する条例に基づき、整備計画の届出制度により、整備基準

に適合するよう必要な指導・助言を行うとともに、既存施設について適合に努めるよう指導す

るなど、人にやさしい街づくりの推進を図ります。 

 

＜建築物等のバリアフリー化の促進＞ 

● 高齢者、障害者等の日常生活及び社会生活を確保するため、建築物等のバリアフリー化の促

進を図ります。 

 

＜人にやさしい街づくりの教育、普及・啓発＞ 

● 人にやさしい街づくりの普及・啓発、教育活動、広報活動を推進します。 

 

● 「人にやさしい街づくり望ましい整備指針」の普及・啓発を図ります。 

 

● 「人にやさしい街づくりアドバイザー指定講習制度」により県の指定を受けた団体等が講習

を実施し、人にやさしい街づくりアドバイザーの養成を図ります。 

 

＜安心・安全、快適に移動のできる道路・公共交通機関の整備の推進＞        

● 段差のない歩道や幅の広い歩道等の整備を行い、すべての人にとって、安心で安全な生活が

できるよう、バリアフリーの歩行空間を整備します。 

 

● 広域的・幹線的なバス路線の運行に要する経費の補助や、三河山間地域における市町村営バ

ス等の運行に要する経費の補助など、地域公共交通の維持・確保に向けた支援を行います。 

 

主要施策・事業 

項  目 
実施 
主体 

現  状 
２０２３年度 
までの目標 

事 業 内 容 

「人にやさしい
街づくりの推進
に関する条例」
の基準に適合す
る施設の増進 

事業者 
適合施設 
37,031 件 

(2019 年度末累計） 

適合施設 
40,300 件 

(2023 年度末累計） 

すべての人が円滑に利用で
きる施設が増えるよう、指
導・助言を行い、条例の整備
基準への適合を促進する。 
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４ 安心して生活できる環境の整備 

＜高齢者の消費者被害の対策＞ 

 

＜高齢者に対する災害への備え＞ 

● 南海トラフ地震等の大規模災害に備え作成している愛知県地域防災計画について、毎年検討

を加え、必要な見直しを行っています。 

 

● また、市町村では、災害時に高齢者、障害者、乳幼児など、避難所の生活において特別な配

慮が必要な方たちに対する福祉避難所を確保しています。（54 市町村、1,022 か所（2020 年 10

月 31 日現在） 

 

● 本県では、市町村において災害時における要配慮者支援に取り組む際に留意する事項等をま

とめた「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」（2014 年度）を示し、取組

を促しています。 

 

 

現状・第７期計画の評価 

 

＜高齢者の交通安全対策＞ 

● 交通安全県民運動では、「高齢者の交通事故防止」を重点に掲げ、家庭・地域・職場ぐるみ

の交通安全運動の推進、交通安全教育の実施等を通じて、高齢者自身が交通安全ルールを守り、

安全な行動をとるとともに、周囲にも高齢者を保護する意識が醸成されるよう広報・啓発活動

を進めています。 

 

● 交通事故死者の半数以上を占める高齢者の交通事故抑止を図るため、高齢者を対象とした参

加・体験・実践型の交通安全教室等を行い、高齢者自身に身体機能の変化を理解してもらうと

ともに交通安全思想の普及を図っています。 

 

● 市町村における消費生活相談体制の充実・強化に向けた働きかけを行い、2021 年２月１日現

在、50 市町村に消費生活センターが設置されています。高齢者等を消費者被害から守る見守り

ネットワークについても、設置が進みつつあります。また、消費生活相談員の資質向上のため

の実践的な研修を実施しています。 

 

● 消費者トラブルや特殊詐欺被害に巻き込まれる高齢者が後を絶たないため、被害の未然防

止・拡大防止に向けて、様々な広報媒体を活用した高齢者に対する啓発活動、消費生活相談や

悪質な事業者に対する指導を行っています。 

 

● 市町村では、高齢者など災害時に自ら避難することが難しく、支援が必要な方（避難行動要

支援者）の把握に努めています。 

 

● 災害時要配慮者支援を迅速かつ適切に行うには、支援が必要な方を日頃から積極的に把握し、

日常的な見守り活動や助け合い活動を進めることが有効であることから、こうした地域におけ

る支え合いを推進するための市町村地域福祉計画に、避難行動要支援者の把握・情報共有・安

否確認方法等を盛り込むことが重要となっています。 
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基本方針 

 

＜高齢者の交通安全対策の推進＞ 

＜高齢者の消費者被害の対策の推進＞ 

● 市町村と連携し、地域が一体となって消費生活相談を行うことにより、高齢者等の消費者被

害の救済・未然防止に努めます。 

 

＜高齢者に対する災害への備え＞ 

● 災害発生時に市町村、県保健所等から情報収集し、要配慮者に係る広域調整・市町村支援を

行います。 

 

● 高齢者や障害者などの避難行動要支援者への支援や、避難生活における要配慮者支援の取組

を推進します。 

 

● 避難生活の長期化に伴い懸念される、災害関連死の一つである誤嚥性肺炎を防ぐため、高齢

者に対する口腔ケアの重要性について広く啓発に努めます。 

 

● 市町村において、避難行動要支援者の把握や安否情報・避難誘導体制の整備、福祉避難所の

指定や協定の締結が進むように、働きかけます。 

 

２０２３年度までの目標 

 

＜高齢者の交通安全対策の推進＞ 

● 第 11 次愛知県交通安全計画を作成し、交通事故死者数の更なる減少を図るためには、年間

の交通事故死者数の半数以上を占める高齢者の事故死者数を減少させることが挙げられます。 

このため、高齢者が多く集まる場所において、反射材の着用促進活動を実施するとともに、

認知症対策の強化が図られた改正道路交通法及び運転免許証の自主返納制度の周知に努めま

す。 

また、高齢者を対象とした参加体験型の交通安全教室等を通して交通安全思想の普及を図り

ます。 

 

＜高齢者の消費者被害の対策の推進＞ 

● 市町村に対して、消費者被害防止に取り組む高齢者等の見守りネットワーク（消費者安全確

保地域協議会）の構築を働きかけます（2024 年度までに人口カバー率 85％以上）。また、研修

● 交通安全県民運動を中心に、高齢者に対し、交通ルールを守り、安全な行動をとることを呼

びかけるとともに、地域住民にも高齢者を保護する意識が醸成されるよう広報・啓発活動を進

めます。 

 

 

● 高齢者に対して、よりきめ細やかな情報提供を行い、消費者被害の未然防止を図ります。  

 

● 悪質な事業者に対して厳正な処分を行うとともに、法律や条例に抵触する疑いのある段階で

迅速に事業者指導を行い、消費者被害の未然防止・拡大防止に努めます。 

 

● 高齢者が特殊詐欺などの悪質な詐欺被害に遭わないよう、情報提供と広報啓発を行い、被害

の未然防止を図ります。 
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などにより消費生活相談員の資質の向上を図ります。 

 

● 情報紙、新聞、テレビ等を利用して、高齢者にわかりやすく親しみやすい消費生活情報の提

供を行います。 

 

● 消費者市民講座を開催し、消費者被害の未然防止を図ります。 

 

● 国、警察等関係機関と随時情報交換を行うなど連携を強化し、悪質事業者への厳正な処分と

機動的な指導を継続して実施します。 

 

● 広報紙などの媒体の活用や、高齢者の集まる場所での啓発など、民間団体や金融機関等との

連携しながら、あらゆる機会を捉えて特殊詐欺などの高齢者が被害者となる犯罪に関する情報

提供、啓発活動を行います。 

 

＜高齢者に対する災害への備え＞ 

● 災害時に、高齢者、障害者、乳幼児など、避難所の生活において特別な配慮が必要な方たち 

に対する福祉避難所の確保に努めます。 

 

● 市町村において災害時における要配慮者支援に取り組む際に留意する事項等をまとめた「市

町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」（2014 年度）を示し、取組を促します。 

 

 

項   目 実施主体 事  業  内  容 

 

交通安全県民運動

の推進 

 

県 

愛知県交通安

全推進協議会 

春・夏・秋・年末にポスター・チラシの作成等によ

り交通安全思想の普及を図る。 

 

主要施策・事業 

項  目 
実施 
主体 

現 状 
２０２３年度 
までの目標 

事 業 内 容 

消費者被害防
止に取り組む
高齢者等の見
守りネットワ
ーク 

市町村 

人口カバー率 

59％ 

（2019 年度） 

人口カバー率 

85% 

（2024 年度） 

市町村における消費者被害

防止に取り組む高齢者等の見

守りネットワーク（消費者安全

確保地域協議会）の設置を促進

する。 
（算出方法：協議会設置市町村の人

口/愛知県人口） 

 

 

● 市町村では、高齢者など災害時に自ら避難することが難しく、支援が必要な方（避難行動要

支援者）の把握に努めます。 

 

● 市町村において、避難行動要支援者の把握や安否情報・避難誘導体制の整備、福祉避難所の

指定や協定の締結が進むように、働きかけます。 


